
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

匝瑳
市

農事組
合法人
グリー
ン
ファー
ム椿

土地利
用型作
物（稲
（新規
需要米
を除
く））

事業受
益農家
の環境
保全型
農業へ
の取組
者数の
62.5ポ
イント
増加

37.5%
(3名/8
名)

100.0%
(8名/8
名)

100.0%
(8名/8
名)

100.0%
(7名/7
名)

100.0%
(8名/8
名)

100%

H28年度
に全員が
エコ
ファー
マーの認
定を受
け、取組
みを継続
してい
る。

土地利
用型作
物（稲
（新規
需要
米））

受益地
の新規
需要米
が占め
る面積
割合を
38.1ポ
イント
増加

20.7％
(14.5h
a/69.8
ha)

20.7％
(14.5h
a/69.8
ha)

35.2％
(24.6h
a/69.8
ha)

36.2％
(28.4h
a/78.4
ha)

58.8%
(53.0h
a/90.0
ha)

41%

新規需要
米の作付
面積が
13.9ha増
加し、面
積割合は
15.5ポイ
ント増加
した。

耕種作物共同利用施設整備
（乾燥調製施設）

・乾燥調製施設
　（鉄骨スレート1棟　527.45
㎡）
・遠赤外線乾燥機（70石×5
基）
・籾摺り機（5インチ×2台）
・選別機（45俵/h×2台）
・粗選機（10t/h×1台）
・その他関連機器・設備

処理量：524.8t/90ha

126,596,620 38,539,000 0 0 88,057,620 2017/3/31

目標年度として、新規需要米の面積
拡大に取組んだが、実績は微増であ
り目標達成には至らなかった。
早期の目標達成に向け、農地中間管
理事業を活用した規模拡大と作付構
成の見直しを図るなど早急な対策に
取組んでいく。

目標メニュー①の環境保全型農業
への取組に係る成果目標は達成し
た。
他方、目標メニュ②に関しては、
新規需要米の作付面積・面積割合
ともに増加するなど一定の成果は
得られたが、達成率は41％であり
目標達成には至らなかった。今
後、農地中間管理事業等を活用し
た約14haの規模拡大が見込まれて
おり、早期達成に向けた一層の改
善指導を実施する。

市原
市

市原市
農業協
同組合

産地収
益力の
強化に
向けた
総合的
推進

野菜
（だい
こん）

当該品
目のA品
出荷率
向上

61.40% 53.80% 52.80% 57.00% 77.20% -28%

台風によ
る生育被
害（塩
害）によ
り大根の
生育が一
部不良
だったた
め、出荷
量が減少
し、Ａ品
出荷率も
計画時よ
り4.4％
減少し
た。

野菜
（だい
こん）

当該品
目の全
出荷量
に占め
るブラ
ンド野
菜（ち
ばエコ
農産物
の認
証）の
割合の
増加

33.40% 38.00% 40.38% 51.60% 58.70% 72%

ちばエコ
農産物認
証をうけ
た面積は
99.1haで
あり、出
荷量に換
算して
703,150
ケースで
あり、約
18%増加
した。

耕種作物共同利用施設整備
（集出荷貯蔵施設）

・荷受洗浄設備１台
・箱詰包装設備１式
・製品搬送整備１式
・製函配函設備１式
・附帯設備
・残渣処理施設

85,104,000 39,346,000 0 0 45,758,000 2016/10/31

A品率向上については、出荷量は増
加したが、気象変動（台風、低温）
により生育にバラツキがみられたこ
とで、Ａ品率が目標ほど向上しな
かった。気象変動については、逐次
作付け方法等の改善による対応を検
討していく。ブランド野菜の割合の
増加については、計画時よりは増加
したものの、ブランド化による付加
価値化が価格に反映されにくかった
ため、作付けが目標ほど増えなかっ
た。今後もPRなどによる付加価値化
を図り割合を増加させていく。ま
た、施設を改修して処理能力が向上
したことにより出荷量の増加が今後
も見込まれるので、産地の発展につ
なげるため、引き続き関係機関で指
導、助言等を行いたい。

A品率向上については、出荷量は増
加したものの、台風や低温の影響
により品質が予想外に低下したた
め目標達成できなかった。天候に
生育を左右されにくい作付けの方
法について検討していく。ブラン
ド野菜の割合の増加については計
画時よりは増加したものの、価格
に反映されにくいことから思った
ほど作付けが増えず目標達成でき
なかった。ブランドPRによる付加
価値化を今後も図り、作付け拡大
を促していく。また、施設を改修
して処理能力が向上したことによ
り出荷量の増加が今後も見込まれ
るので、産地の発展につなげるた
め、引き続き関係機関で指導、助
言等を行いたい。

総合
所見

都道府県平
均達成率

市町
村名

類
別

類
別

２年後
（平成
29年
（西暦
2017
年））

事業実施後の状況②

３年後
（平成
30年
（西暦
2018
年））

１年後
（平成
28年
（西暦
2016
年））

県平均の達成率は46.3％と目標値未達成であった。これは匝瑳市の新規需要米の面積割合及び市原市のA品出荷率向上が目標通り進んでいないことによる。
今後の成果目標の達成に向け、関係機関が連携して改善指導を実施していく。

成果目標
の具体的
な実績①

都道府県の評価

計画時
（平成
26年
（西暦
2014
年））

成果目
標の具
体的な
内容②

達成率

事業実施主体の評価

計画時
（平成
26年
（西暦
2014
年））

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標値
（平成
30年
（西暦
2018
年））

（都道府県名：千葉県　　令和元年度（西暦２０１９年度））

（工種、施設区分、構造、規
格、能力等）目標値

（平成
30年
（西暦
2018
年））

１年後
（平成
28年
（西暦
2016
年））

事業実
施主体
名

（対象
作物・
畜種等
名）①

２年後
（平成
29年
（西暦
2017
年））

負担区分（円）

（対象
作物・
畜種等
名）②

３年後
（平成
30年
（西暦
2018
年））

46.3%

成果目標
の具体的
な実績②

事業実施後の状況①

成果目
標の具
体的な
内容①


